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１ 

中小企業の業況判断ＤＩは、２期連続して低下した。 

前期と比べた全産業の業況判断ＤＩは、２期連続して低下した。（▲12.8→▲18.9） 
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第１７４回 中小企業景況調査報告書 
（２０２３年１０－１２月期）〈サービス業編〉 

 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈 地域の業況 〉 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

地域別業況判断ＤＩの推移（全産業） （2020年10-12月期～2023年10-12月期） 

中小企業の業況判断ＤＩの推移（産業別） 

※網掛け部分は景気後退期 

サービス業 

▲17.8 

※ＤＩとは･･･ 
「好転」と回答した企業の割合―「悪
化」と回答した企業の割合。ＤＩ値が
マイナスの場合は、悪化したと回答し
た企業の数が多いことを示す。 

四国、関東、中部、東北、近畿、九州・沖縄、中国、北海道のすべての地域でマイナス幅が拡大

した。 

 

全産業 

▲18.9 

 

独立行政法人中小企業基盤整備機構 広報・情報戦略統括室 総合情報戦略課 

〒１０５－８４５３ 東京都港区虎ノ門３－５－１ 虎ノ門３７森ビル 

ＴＥＬ： ０３－５４７０－１５２１ (直通) 

https://www.smrj.go.jp/research_case/research/survey/index.html 

(注)１．地域区分は、各経済産業局管内の都道府県により区分している。 

２．関東には、新潟、長野、山梨、静岡の各県、中部には、石川、富山の各県、近畿には、福井県を含む。九州・沖縄は、九州各県と沖縄の合計。  

３．業況判断ＤＩ＝前期に比べて「好転した」企業の割合－前期に比べて「悪化した」企業の割合。 
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飲食・宿泊業 対個人サービス業 対事業所サービス業 情報通信・広告業

１．サービス業の動向 

サービス業の業況判断ＤＩは、▲17.8（前期差11.5ポイント減）となり、マイナス幅が拡大し

た。また、売上額ＤＩは▲12.9（前期差16.5ポイント減）とプラスからマイナスに転じ、資金繰

りＤＩは▲14.5（前期差6.1ポイント減）とマイナス幅が拡大した。 

業況判断ＤＩを業種別に見ると、飲食・宿泊業で▲21.6（前期差23.8ポイント減）とプラスか

らマイナスに転じ、対個人サービス業で▲18.5（前期差8.6ポイント減）、情報通信・広告業で▲

8.4（前期差1.8ポイント減）、対事業所サービス業で▲12.7（前期差0.9ポイント減）とマイナス

幅が拡大した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※網掛け部分は景気後退期 

サービス業 業種別 業況判断ＤＩ（2020年10-12月期～2023年10-12月期） 
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（単位：％）

２０２２年
10-12月期

２０２３年
1-3月期

２０２３年
4-6月期

２０２３年
7-9月期

２０２３年
10-12月期

19.1 16.9 13.8 16.1 17.4

15.2 12.6 13.6 13.0 13.8

23.4 19.9 23.0 24.1 21.8

21.4 21.7 17.2 19.5 18.8

18.5 16.1 15.8 16.7 16.9
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対事業所サービス業
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関 東東 北北海道 中 部 近 畿 中 国 四 国 九州・沖縄

（前期比季節調整値）

２．サービス業の設備投資動向 

設備投資を実施した企業割合は、サービス業全体で16.9％（前期差0.2ポイント増）と増加した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．サービス業の経営上の問題点 

今期直面している経営上の問題点としては、前回同様｢材料等仕入単価の上昇｣が１位にあげら

れており、「利用者ニーズの変化への対応」が２位、「従業員の確保難」が３位となった。 

 
 

 1位 2位 3位 4位 5位 

今期 
(10-12月期) 

材料等仕入単価

の上昇 

（26.5％） 

利用者ニーズの変 

化への対応 

（12.2％） 

従業員の確保難 

 

（10.5％） 

需要の停滞 

 

（9.6％） 

人件費以外の経

費の増加 

（9.3％） 

前期 
(7-9月期) 

材料等仕入単価

の上昇 

（28.7％） 

利用者ニーズの変 

化への対応 

（11.5％） 

従業員の確保難 
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人件費以外の経

費の増加 

（10.2％） 

需要の停滞 

 

（10.0％） 

 

４．サービス業の地域別業況判断ＤＩ 

地域別に見ると、四国、関東、東北、九州・沖縄、中国、北海道、中部、近畿のすべての地域

でマイナス幅が拡大した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１位にあげた企業の割合） 

中小企業の地域別業況判断ＤＩの推移 

サービス業 

（2020年10-12月期～2023年10-12月期の動き） 

(注)１．地域区分は、各経済産業局管内の都道府県により区分している。 

２．関東には、新潟、長野、山梨、静岡の各県、中部には、石川、富山の各県、近畿には、福井県を含む。九州・沖縄は、九州各県と沖縄の合計。  

３．業況判断ＤＩ＝前期に比べて「好転した」企業の割合－前期に比べて「悪化した」企業の割合。 
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５．サービス業の原材料・商品仕入単価ＤＩ（前年同期比）の推移について 

原材料・商品仕入単価ＤＩ（「上昇」－「低下」、前年同期比）は、（前期73.0→）70.9（前

期差2.1ポイント減）と１１期ぶりに低下した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［調査対象企業のコメント］ 

・ 仕事量はあるが、従業員不足に加え、高齢化している作業員の負担が大きく、労基法の超過勤務時間の制約がある
中で、業績を上げることは、至難の業です。資金繰りも、さることながら、業況の好転は、非常に難しいと思われ
ます。  [道北・オホーツク  対個人サービス業] 

・ 旅割キャンペーンが、６月で終わり、７月から、宿泊客が減少するかと思いましたが、特に影響なく、安心してい
ます。ただし、食材等の値上げで、利益が減っています。施設の修繕費もかさみ、経営が大変です。  [山形  宿泊
業] 

・ コロナが収束し、人の移動が増え、タクシー利用も増加、運賃値上げが実施され、乗り控えも感じられる。車両は
あるものの、人材が不足、早急に補充し、ニーズに応えていきたい。  [静岡  対事業所サービス業] 

・ コロナ禍の状況は、脱したものの、来客の人数は、伸び悩む。材料費や、人件費以外の経費の増加を、売上に転嫁
できず、利益が上がらない。従業員の確保難と、高齢化への対応が難しくなってきている。  [岐阜  飲食業] 

・ 中小企業から、コロナ以降の業務改善の相談が数多く寄せられていますが、熟練技術者の確保が難しく、対応しき
れない状況です。適格請求書・インボイス対応にも、時間を取られましたが、収益には、つながりづらかったで
す。  [京都  情報通信・広告業] 

・ デフレ下で進んだ、低価格化の流れが終わり、値上げする企業が増えてきた。大手のブランド力があれば、値上げ
しやすいが、中小企業では、なかなか踏み切れない現状があり、時期や、やり方について考え始めている。  [岡山  
対個人サービス業] 

・ 少子高齢化の影響を受けて、若年層の労働力不足が顕著となってきている。来年の労働時間問題などによる、残業
時間の制限に向け、組合等の間で話し合いを続けている。派遣・傭車等の経費増も、やむを得ない状況となってい
る。  [香川  対事業所サービス業] 

・ コロナも終息して、初めての繁忙期であり、来店客は増加していると感じている。材料費等の仕入単価が上昇して
いるが、価格に転嫁できていないため、利益の確保が難しい状況となっている。  [大分  宿泊業] 

 

［調査要領］ 
(1) 調査時点：２０２３年１１月１５日時点 
(2) 調査方法：原則として、全国の商工会､商工会議所の経営指導員及び中小企業団体中央会の情報連絡員

が訪問面接し、聴き取りによって行った。 
(3) 回収状況：中小企業基本法に定義する全国の中小企業で、調査対象数18,833のうち有効回答数17,952 

（有効回答率95.3％）（産業別の動向は、サービス業の有効回答数5,795を集計したもの｡） 

産業別原材料・商品仕入単価ＤＩの推移 


